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1. はじめに 

（J-PARC の概要） 

大強度陽子加速器施設（以下「J-PARC」という。）は、日本原子力研究開発

機構（以下「JAEA」という。）と高エネルギー加速器研究機構（以下「KEK」と

いう。）が共同で茨城県東海村に建設した複合研究施設である。本施設では、世

界最高レベルのビーム強度を有する大型陽子加速器により発生する多彩な二次

粒子（ニュートリノ、中性子、ミュオン、K 中間子等）を用いた新しい研究手

段を提供しており、素粒子・原子核物理学、物質科学、生命科学、原子力工学

などの基礎科学から、新規材料開発、非破壊検査などの産業応用に至る幅広い

研究開発を推進している。 

 

（これまでの経緯） 

J-PARC は平成 13 年に建設に着手し、平成 20 年から「物質・生命科学実験

施設」（以下「MLF」という。）において中性子ビームの供用を開始し、平成 21

年から「ニュートリノ実験施設」、「原子核・素粒子実験施設」（以下「ハドロン

実験施設」という。）において素粒子・原子核実験を開始した。平成 24 年から

は、MLF は共用法※に基づく特定中性子線施設として、中性子実験装置を広く

産学官の共用に供している。 

これまで、東日本大震災（平成 23 年 3 月）により大きな被害を受けるなど、

予期せぬ困難に直面するも、ビーム強度の増強およびビームの安定供給に努め、

基礎科学から産業応用まで幅広い研究分野で多くの成果を創出してきている。 

 

（本中間評価の位置付け） 

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日

最終改訂）において、研究開発プログラムは、5 年ごとを目安に評価を実施する

こととされている。また、J-PARC は大型研究施設として技術開発を重ねながら、

ビーム強度の増強など施設の高度化を図っていくものであるが、運転開始から

凡そ 10 年が経過し、施設の安定運転の達成を見越した先見的な取組を開始して

いく時期に来ている。 

このため、前回の中間評価（平成 24 年 6 月）における指摘事項への対応状況

について評価を行うとともに、安定運転の達成を見越した今後の運営に係る課

                                                   
※ 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6年法律第 78号） 
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題と方向性を明確にすることを目的とし中間評価を行った。 

評価は、研究計画・評価分科会量子科学技術委員会、原子力科学技術委員会

および学術分科会研究環境基盤部会の下に合同設置した「大強度陽子加速器施

設評価作業部会」で行った。本報告書は、上記評価作業部会での審議をまとめ

たものである。 

 

 

2. 前回中間評価（平成 24 年 6 月）以降の取組 

・ ニュートリノ実験施設およびハドロン実験施設では、宇宙の始まりと物質の

起源にせまる研究を、MLF では、物質の機能や生命の起源にせまる研究開

発を推進している。 

・ 年間約 30,000 人日の利用者が来訪している。 

※利用者の割合：ニュートリノ実験施設：約 40％ 

ハドロン実験施設：約 24％ 

MLF：約 30％ 

・ ビーム出力は、ニュートリノ実験施設で 481kW、ハドロン実験施設で 50kW、

物質・生命科学実験施設で 500kW を達成した。 

・ MLF においては、１MW 相当出力での試験運転にも成功した。 

・ 施設の稼働率は、ニュートリノ実験施設で約 77％、ハドロン実験施設で約

84％、MLF で約 93％と高い安定性を維持している（平成 29 年度末時点）。 

・ 平成 25 年 5 月 23 日、ハドロン実験施設において放射性物質漏えい事故が

発生し、約９か月間、施設は運転を停止した。事故原因を解明し対応策を講

じるとともに、組織の安全管理体制を強化した（詳細は後述）。 

・ 平成 27 年 4 月と同年 11 月、MLF にて中性子標的容器に不具合が発生し、

約３か月間、MLF の利用運転を停止した。不具合の原因を解明し、対応策

として新たな設計による中性子標的容器を製作。新たな標的容器を使用して、

平成 30 年 4 月より 500kW での連続運転が行われている（詳細は後述）。 

 

 

3. これまでの主な成果 

（ニュートリノ実験施設） 

・ J-PARC で発生させたニュートリノをスーパーカミオカンデ（岐阜県神岡町）



 

3 

で測定する国際共同実験 T2K（平成 22 年 1 月開始）により、ニュートリノ

が飛行中に別の種類に移り変わる物理現象（ニュートリノ振動）の観測を行

っている。大強度ビームによる長期間の継続的な測定により、以下のような

重要な成果が創出されている。 

・ 平成 25 年、世界で初めてミュー型ニュートリノから電子型ニュートリノへ

の振動現象の「兆候」を観測。その後、継続的なデータ収集により「証拠」、

「観測」、「測定」と着実に確度を上げ成果を発表している。関連論文は計

2,000 回以上引用され、仁科記念賞、ブレークスルー基礎物理学賞など多数

の賞を受賞。 

・ 平成 28 年、世界で初めてニュートリノの CP 対称性の破れの「兆候」を捕

えた（被引用数：125）。現在は確度の向上を目指しデータ収集を継続中であ

る。 

・ T2K 実験全体で発表された論文は計 75 報であり、合計 5,500 回以上引用さ

れている（平均引用数 74.2）。 

 

（ハドロン実験施設） 

・ K 中間子等を用いて素粒子・ハドロン・原子核に係る複数のテーマの基礎物

理学実験を行っている。3 本のビームラインに、それぞれの実験に特化され

た測定器を設置し長期間の継続的な測定を行う。これまでに 10 件の実験課

題を実施し、計 12 報の論文が発表されている。以下に主な成果を示す。 

➢ ハイパー核における荷電対称性の破れを発見（Physical Review Letters

誌, 2015）。本論文は Editor’s Choice（注目論文）に選ばれた。 

➢ 重いフッ素ハイパー核のエネルギー準位を世界で初めて測定（Physical 

Review Letters 誌, 2018）。 

➢ K 中間子と二つの陽子が束縛された新しい形態の原子核の生成に成功

（Progress of Theoretical and Experimental Physics 誌, 2015） 

 

（MLF） 

・ 中性子やミュオンを用いて、物質や生命の機能に係る基礎研究から材料開発

等の産業利用まで幅広い分野の実験が行われている。現在、中性子実験装置

は 20 台、ミュオン実験装置は 3 台が稼働中であり、年間 450 件以上の実験

が実施されている。 
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・ これまで累計約 970 報の論文を発表しており、J-PARC と同時期に稼働を開

始した米国の類似施設（SNS）と比較すると、論文生産性の費用対効果は高

い（稼働時間・出力あたり）。 

・ NCI※の高い世界的に注目される成果を始め、インパクトファクターの高い

雑誌等に多くの論文が発表されている。以下に主な成果を示す。 

➢ 高出力な全固体セラミックス電池を実証（Nature Energy 誌, 2016）、

NCI=82.1 

➢ 世界一イオン伝導率の高い超イオン伝導体を発見（Nature Material 誌, 

2011）、NCI=51.6 

➢ 次世代太陽電池材料として注目されるぺロブスカイト半導体における、

高い発電効率の起源を解明（Nature communications 誌, 2017） 

➢ ヒドリドイオン（H-）が伝導する新たなイオン伝導体を発見（Science

誌, 2016） 

➢ 鉄系超電導物質における新しい型の磁気秩序相を発見（Nature physics

誌, 2014） 

➢ 貴金属を使わない燃料電池向けの新たな触媒を開発（Science 誌, 2013） 

・ 産業利用割合は約 3 割で諸外国の同様の施設と比較して高い。以下に実製品

に繋がった産業利用の成果例を示す。 

➢ 低燃費で耐摩耗性に優れた高性能タイヤの開発・製品化（平成 28 年） 

➢ 全固体セラミックス電池の自動車への搭載（平成 34 年見込み） 

 

その他、J-PARC における研究活動等が下記表彰を受けている。 

➢ 平成 26 年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞（研究部門） 

業績名：「地球深部における鉱物中の水素結合と同位体効果の研究」 

受賞者：古川亜沙美（J-PARC センター） 

➢ 平成 24 年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞（研究部門）

業績名：「パルス中性子による高効率ナノダイナミクス計測技術の研究」 

受賞者：新井正敏（J-PARC センター）、他 2 名 

➢ 平成 24 年度 科学技術分野の文部科学大臣表彰 科学技術賞（理解増進部

門） 

                                                   
※ Normalized Citation Impactの略：分野間の論文数等の不均衡を平坦化した、論文の被

引用回数の指標。平均値は１となる。 
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業績名：「市民へのわかりやすい説明による最先端科学への理解増進」 

受賞者：鈴木國弘（J-PARC センター） 

 

 

4. 前回中間評価（平成 24 年 6 月）の主な指摘事項に対する対応等 

前回中間評価時の報告書において指摘された主な項目に関し、指摘事項に対

する対応状況およびそれを踏まえた今後の課題と推進方策について、以下に述

べる。 

（1）研究能力の更なる向上 

（前回中間評価での指摘） 

納税者である国民に成果を適切に還元することが重要であることから、特に

MLF に関しては、課題解決を目指したトップダウン型の手法により J-PARC セ

ンターやコミュニティが主導して重点的に研究を推進する仕組みが必要であ

る。 

 

【対応状況】 

・ MLF では、平成 28 年度から、成果最大化に向けた「MLF 改革」を実施し

ており、以下の PDCA サイクルの実現に向けた取組を進めている。 

（１）良質な課題を、（２）確実に実行し、（３）実験結果をまとめ、（４）

結果を論文等に具現化し、（５）戦略的に公表し、（６）更なる研究展開へと

続ける 

・ MLF では、以下の会議体やグループ等を新たに設置し、トップダウン型の研

究開発の実現に向けた検討を行っている。 

✓ MLF 研究企画会議において、研究の基本方針及び重点研究課題を決定

する。 

✓ サイエンスグループを設置し、組織横断的な研究の実施、研究者の研

究能力の向上及び利用者支援の質の向上を図る。 

✓ サイエンスプロモーションボードにおいて、上記活動や成果、運営方

針等に対し助言・提言を行う。 

・ さらに、MLF 研究企画会議においては、「ハードマター」、「非晶質・ソフト

マター」、「エネルギー材料」、「工学材料」、「ミュオン科学」の５つの重点エ
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リアを決定することで、研究開発の重点化を進めている。 

・ 重点課題優先枠として、元素戦略プロジェクト用の課題枠を確保しており、

プロジェクト開始より計 24 課題を実施している。 

 

（前回中間評価での指摘） 

グリーン・ライフイノベーションに貢献するため、学術界が産業界と連携した

戦略的な取組が必要である。 

【対応状況】 

・ 中性子の産業利用を促進するため、中性子産業利用推進協議会の設置や産業

界の利用者向けの講習会等の開催、KEK が設置するビームラインにおける産

業利用の受付を新たに開始する等の取組を行っており、産業利用率は実施課

題数において約 3 割と高い利用水準を維持している（平成 24 年度～平成 29

年度）。 

・ 平成 28 年度から、民間企業の研究員が J-PARC に常駐する「企業ポスドク

制度」を設置しており、平成 29 年度から 1 名を受け入れている。平成 30 年

度からは、更に 1 名を受け入れた。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ MLF については、社会・産業が抱える重要課題に対してソリューションを

提供できる大型共用研究施設として最大限活用を進めるべきであり、産業界

との連携においては、非競争領域での企業コンソーシアムの形成による産学

官の連携など、「組織」対「組織」の本格的産学連携を進めていくべき。こ

の際、民間企業が参画しやすいよう、競争領域と非競争領域の研究開発を柔

軟に実施できる体制を整備することが重要である。 

 

（前回中間評価の指摘） 

国民の信頼と支持を得ていくためには、効果的な広報を通して、日本の施設が

国際的な拠点となり科学技術や学術の最先端に挑戦する研究活動が行われてい

ることを示していく取組が必要である。 

【対応状況】 

・ プレスリリースに必要な手続きの整理により、プレスリリース数は着実に増
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加している。また、取材誘致活動によるメディア取材数や記事への掲載割合

の増加により、研究成果に関する記事数が増加した。 

・ MLF 利用者の利便性向上のため、平成 27 年度から、MLF に関する情報を一

元的に集めた MLF web site（Meet@MLF）の運用を開始した。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ プロモーション戦略を策定できる常勤職員の雇用や、プロモーション戦略チ

ームの正式な組織化などの取組を行い、国内唯一の大強度陽子加速器施設か

つ複合研究施設としての特徴を活かした、費用対効果の高い研究プロモーシ

ョン（ターゲットの明確化、成果の国際的なアピール等）を実施していくべ

き。 

・ 地域社会との交流をより一層深めるため、オープンアクセス可能な施設とな

るよう環境整備を進めていくべき。 

 

（前回中間評価での指摘） 

更なる研究成果の創出に向けて、他の大規模先端施設との有機的な連携・活用

を図り、他国にない我が国の強みとして、研究開発を推進する。 

【対応状況】 

・ SPring-8、SACLA、「京」との連携利用課題制度を平成 26 年度に新設し、こ

れまで計 89 課題を採択・実施している。 

・ 平成 26 年度から、「大型実験施設とスーパーコンピュータとの連携利用シン

ポジウム」を開催し、連携利用の促進を図っている。 

・ 素粒子・原子核分野では、「京」におけるシミュレーションと、J-PARC にお

ける実験の密接な連携がなされている。 

 

（前回中間評価での指摘） 

共用法に基づく共用を促進し、イノベーションの創出と国際競争力及び産業競

争力の強化に貢献する。 

【対応状況】 

・ MLF において、以下のような卓越した研究成果が創出されており、イノベ

ーション創出や産業競争力及び産業競争力の強化に貢献している。 
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（主な研究成果の例） 

イ) 次世代太陽電池材料として注目されるぺロブスカイト半導体における高

い発電効率の起源を解明（平成 29 年） 

ロ) NEDO が実施する革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発への参画による

新規リチウムイオン電池材料の開発（平成 28 年） 

ハ) 充放電しているリチウム電池の内部挙動の解析に成功（平成 28 年） 

ニ) 鉄系超電導物質に新しい型の磁気秩序相を発見（平成 26 年） 

ホ) 高性能タイヤの製品化（平成 28 年）や全固体セラミックス電池の実用化

（平成 34 年見込み）。 

 

（加速器・ニュートリノ） 

（前回中間評価での指摘） 

世界トップの成果を創出し続けていくためには、ビーム強度の増強が必要であ

る。当面の目標として MLF で１MW、ハドロン実験施設で 100kW、ニュートリ

ノ実験施設で 750kW のビーム強度に一刻も早く達することが必要である。 

【対応状況】 

・ MLF では 500kW の連続利用運転に成功している（平成 30 年 4 月～）。既に、

１パルス当たりの中性子発生数は世界一となっている（平成 26 年 4 月）。 

・ １MW 相当出力での試験運転に成功している（平成 27 年）。また、１MW

陽子ビームの定常的な入射に向けて水銀ターゲットを改良し、１MW での安

定運転の実現に向けて着実に準備を進めている。 

・ ニュートリノ実験施設では 481kW での運転に成功しており（平成 29 年 12

月）、パルスあたりの陽子数は世界最高となっている。 

・ 世界に先駆けてミュー型ニュートリノから電子型ニュートリノの変化を発

見し（平成 25 年）、J-PARC 建設当初の目標を達成した。 

・ ニュートリノにおける CP 対称性の破れの兆候を観測し（平成 28 年）、より

高い確度での証拠の捕捉に向け、平成 28 年度から所期の目標強度（750kW）

の実現に向けた電源の高度化に着手している。 

・ ハドロン実験施設では 50kW での運転に成功している（平成 30 年 2 月）。「遅
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い取り出し」で世界最高の取り出し効率を実現しており（99.5％）、100kW

での運転の技術的目途は立っている。 

・ ラムダ粒子を入れたハイパー核の「荷電対称性の破れ」の発見（平成 27 年）

や重いハイパー核の「エネルギー準位」の初めての測定（平成 30 年）を実

現した。 

・ CP 対称性を破る中性 K 中間子の稀な崩壊により、標準模型を超える新しい

物理の探索を行っている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ MLF については、電池などの新材料開発や生命科学分野の研究開発におい

て、大強度の中性子ビームによる新たな成果創出が期待されるため、安定運

転を第一としつつ、１MW 出力を着実に目指していくべき。また、将来的な

ニーズや国際競争を見据えた、第 2 ターゲットステーションの具体的な検討

が進められることが期待される。 

・ 主リングについては、所期の目標強度（ニュートリノ実験施設：750kW、ハ

ドロン実験施設：100kW）を早期に達成すべきであり、そのために必要な措

置（主リング電磁石電源アップグレード等）について引き続き取組む。また、

国際的な学術動向も踏まえ、技術的な検証を終えている 1.3MW への計画的

な増強について検討すべき。 

・ 財政環境や国際競争の状況、設備の整備状況等を踏まえ、ニュートリノ実験

とハドロン実験へのビームタイム割振りについて検討する等、費用対効果の

高い戦略的な研究推進が重要である。 

 

（中性子） 

（前回中間評価での指摘） 

試料の前処理からデータ取得・解析までの一貫した分析サービスの提供などに

取り組む必要がある。 

【対応状況】 

・ 茨城県が設置した装置において、メールインサービスを開始し、平成 28 年

度は 7 課題を採択した。その他、一部の装置で Fast Track Proposal（メー
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ルインサービスに類似した課題実施方法）を導入した（平成 29 年度～）。 

・ 茨城県が設置した装置において、毎月、課題を募集する随時受付課題制度を

開始し、平成 28 年度は 46 課題を採択している。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ メールインサービスや随時受付課題制度は、利用者のニーズが高い。今後は、

これらの本格的導入とともに、学術、産業の利用者視点に立って、高度な解

析サービスの導入等も進めていくべき。 

 

（前回中間評価での指摘） 

１MW 運転が実現される頃までに、大きな格子を持つ超分子複合体の結晶に対

応できる装置も含め、複数の生命科学用の装置の整備が望まれる。 

【対応状況】 

・ 中性子は、タンパク質構造解析において、全原子構造情報を取得できる唯一

の手法である。加えて、広い空間・時間スケールにおける構造やダイナミク

スの理解によるタンパク質の機能発現の解明に鍵となる手法である。 

・ 欧米の類似施設においても大型分子解析可能装置が建設されるなど、世界的

にも将来のイノベーションを見越した熾烈な競争下にある。 

・ MLF では、生命科学分野の専門家の採用、重水素化施設への若手研究者の

派遣、重水素化ワークショップを開催するなど、生命科学分野の強化を図っ

ている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 生命科学用の装置の整備に当たっては、学術研究から産業利用までを見据え

て、重要な研究開発課題やイノベーション創出を加速する、装置の有効利用

を進める仕組み等の検討を、ユーザーコミュニティが主体となり施設ととも

に進めていくことが求められる。 
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（ミュオン） 

（前回中間評価での指摘） 

グリーン・ライフイノベーション等への具体的な波及効果を明瞭にする必要が

ある。 

【対応状況】 

・ 低速ミュオン装置（S１ライン）は平成 29 年度から外部ユーザーに供用を

開始し、電池材料のオペランド観察や鉄鋼材料の評価等の測定が行われてい

る。 

・ 超低速ミュオンビーム装置（U ライン）は、装置の供用に向けて装置整備と

予備実験が進んでいる。スピントロニクスデバイスにおける電子状態や、触

媒における水素の働きの解明などの実験が予定されている。 

・ ミュオンの基礎物理研究や透過型ミュオン顕微鏡の整備等を行う H ライン

の建設に向けた電源ヤードを建設した。 

【今後の課題と推進方策】 

・ 学術・産業界のニーズを踏まえた装置整備の優先順位を明確にしつつ、当面

は S ライン・H ラインの整備に向けた取組を進めていくべき。 

 

（ハドロン） 

（前回中間評価での指摘） 

高運動量ビームラインとμ-e 変換実験用ビームラインの上流部分は共通化され

ており、効率的な整備が可能であることから、共通化された計画を推進するべ

きである。 

【対応状況】 

・ 高運動量ビームラインとμ-e 変換実験用ビームラインの上流部分を共通化

し効率的な設計とした。現在、遮蔽体や検出器を整備中であり、ハドロンの

質量に関する研究や COMET 実験（μ-e 変換実験）を実施する予定である。 

・ 平成 25 年度から荷電粒子ビームライン 2 本と中性粒子ビームライン 1 本を

整備し運用している。 

・ 多様な実験を同時に行うことで複数の重要課題を効率的に実施可能となる

よう、ハドロン実験施設の拡張を計画中である。 
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・ 国内外の専門家によるレビューと評価を受け、装置整備や課題実施の優先順

位を明確にしながら実験施設を運営している。 

 

【今後の課題と推進方策】 

引き続き、学術コミュニティのニーズを踏まえた装置整備の優先順位を明確に

しつつ、ビームラインの整備を進めるべき。 

 

（核変換） 

（前回中間評価での指摘） 

国の原子力政策に大きく依存することから、今後の原子力政策における位置付

けを踏まえて、状況の変化に応じた柔軟な対応をとることが必要である。 

【対応状況】 

・ JAEA において、ADS ターゲット試験施設（TEF-T）の技術設計書及び核変

換物理実験施設（TEF-P）の安全設計書の取りまとめを行った。 

・ 引き続き、核変換実験施設（TEF-T および TEF-P）の要素技術検証のため

の研究開発等を実施している。 

【今後の課題と推進方策】 

・ 大強度陽子ビーム加速器に関する技術蓄積等の基礎研究を引き続き進めて

いくことが重要であるが、国際協力の推進や計算科学の活用など、より合理

的かつ効率的な進め方についての検討が必要である。 

 

（施設整備） 

（前回中間評価での指摘） 

総合研究基盤施設については、全分野の J-PARC 利用者が使用する重要な施設

であり、研究促進と研究者の安全確保の両面から、今後整備されることが必要

である。 

【対応状況】 

・ 総合研究基盤施設（J-PARC 総合研究棟）は平成 26 年度に完成し、平成 27

年度から J-PARC 利用者の実験準備や研究者間の交流などに幅広く利用さ
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れている。 

 

（前回中間評価での指摘） 

放射化物使用棟については、放射化物増加の影響により J-PARC の運転を停止

せざるを得ない状況とならないよう留意しながら、他の方策や経済合理性も含

めて検討すべきである。 

【対応状況】 

・ MLF の使用済ターゲット容器等の放射化物を保管するための放射化物使用

棟については、平成 29 年 12 月に完成し、平成 30 年度から運用を開始して

いる。 

 

 

（2）教育及び研究者育成の役割 

（前回中間評価での指摘） 

施設を単に最先端の研究の場に使用するだけでなく、高度な教育を受ける場と

してこれまで以上に有効かつ積極的に活用し、研究施設等を支える人材も含め

我が国の将来を支える研究者等の人材育成に努めることが重要である。 

【対応状況】 

・ 大阪大学、京都大学、九州大学が分室を設置しており（平成 30 年 4 月現在）、

大学教員の常駐、施設の大学教育への活用等、高度研究人材の育成に資する

取組が行われている。 

・ 大学とのクロスアポイントメントによる大学教員の雇用を進めるとともに、

施設スタッフによる他大学での非常勤講師も積極的に推進している。 

・ 各種スクールの開催や外部の若手研究者の受け入れなどを行い、若手研究者

の育成を図っている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 高度研究人材の育成や利用者の開拓、異分野研究との連携を促進する観点か
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ら、各種スクールや研究会・シンポジウム等の活動を今後も継続的に行い、

若手研究者やこれまで J-PARC を利用した研究を行ってこなかった研究者

に対して、積極的に教育の機会を提供していくべき。 

 

（3）国際研究拠点化の役割 

（前回中間評価の指摘） 

国際公共財としての役割を果たすための更なる常駐外国人研究者の受け入れ、

生活支援などに係る地元自治体との連携・協力、海外からの非公開利用の取扱

基準の検討などが課題である。 

【対応状況】 

（更なる常駐外国人研究者の受け入れ） 

・ 外国人ユーザーは年間約 900 人を受け入れており、平成 29 年度はそのうち

52 名が 30 日以上滞在した。 

・ 平成 27 年度より、海外の学生が数か月滞在し実習を行う取組を開始してお

り、平成 29 年度は 26 名を受け入れている。特に平成 29 年度は「さくらサ

イエンスプラン」の採択により大きく増加した。 

（生活支援等に係る地元自治体との連携・協力） 

・ J-PARC ユーザーズオフィスに外国人研究者専任スタッフを配置し、各種行

政手続き等の支援を実施している。 

・ 地元自治体（東海村）と協力し、地元広報誌（広報とうかい）の英語版（Koho 

Tokai）や東海村国際交流協会(TIA)からの行事案内等を配布している。 

・ 日本語教室や文化教室など滞在外国人向けイベントを多数開催している。 

 

（海外からの非公開利用の取扱基準の検討） 

・ 海外企業等が成果占有利用を希望する場合の取扱いについては、文部科学省

科学技術・学術審議会 研究開発プラットフォーム委員会において「区別な

く受け入れる」との方針が決められた（平成 25 年 8 月）。MLF もこの方針

に従い「海外からの非公開課題も国内からの申請と同様に扱うこと」を新た

に規定した。 

 

（世界トップレベルの研究開発とそれを支える環境の整備） 
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・ 世界の代表的な研究機関の所長等が委員を務める国際アドバイザリー委員

会及び、その下部組織である各領域の専門部会を毎年開催し、世界最先端の

知見を反映している。 

（参考） 

国際アドバイザリー委員会 専門部会（国際アドバイザリー委員会へ報告） 

➢ 核変換実験施設技術アドバイザリー委員会 

➢ 中性子アドバイザリー委員会 

➢ ミュオン科学アドバイザリー委員会 

➢ 加速器技術アドバイザリー委員会 

➢ 大強度陽子加速器における原子核素粒子共同利用実験審査委員会 

・ 海外の同様の施設との協力協定を締結し技術交流・情報交換を実施している。 

➢ 平成 27 年 7 月に、豪国 ANSTO と「中性子科学分野の相互協力に関す

る取決め」を締結し、定期的なワークショップや技術交換のための長期

滞在を開始した。 

➢ 平成 29 年 7 月に、瑞国 ESS との研究協力に関する覚書を締結し、定期

的なワークショップを開始した（平成 30 年 1 月から）。 

・ 国際共同実験である T2K 実験を継続的に実施する等、国際公共財として、

実験装置建設や運転維持に対して国際貢献を得つつ、国際共同プロジェクト

を推進する体制・環境は整備されている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 真の国際研究拠点となるために、安定運転を実現するとともに、利用者の利

便性を向上するため、J-PARC としての一体的な組織運営やオープンアクセ

スの推進（アクセス道路の整備等）について、投資対効果を踏まえた具体的

な検討を進めるべき。 

 

（4）中性子線施設の共用の促進の役割 

（前回中間評価での指摘） 

利用者支援等の充実・強化、潜在的利用者の掘り起こし、ビームラインの有効

利活用、ビームタイムの有効活用、JRR-3 との一体的な利用、産学連携ビーム

ラインの整備などが課題である。 
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【対応状況】 

（利用者支援の充実・強化） 

・ 課題申請者への審査後のフィードバックの実施、課題申請前の装置担当者と

の相談の促進、課題審査方法の改善など、実施課題の質の向上に着手してい

る。 

・ 効率的な成果創出に繋げるため平成 28 年度より装置担当者裁量枠（最大

10％）を設定した。 

・ 平成 27 年度より、サイエンスコーディネータ等の企業訪問による啓蒙活動、

研究支援活動を実施している。 

 

（潜在的利用者の掘り起こし） 

・ 新規利用者拡大のため、平成 24 年度からトライアルユース制度（初心者優

先制度）によるビームタイム枠を設置した（平成 27 年度以降は New User 

Promotion 制度として実施）。 

・ 新規利用者に対する継続的な相談・技術支援など、サポート体制を充実させ

た。 

・ 研究会・シンポジウム等における装置性能情報や具体的な利用成果に関する

報告や、成果報告書の Web ページでの公開を実施した。 

 

（ビームラインの有効利活用、ビームタイムの有効活用） 

・ 複数の装置において試料自動交換システムを導入し、測定効率の大幅な向上

が実現した。 

・ 競争的資金により建設された装置について、各プロジェクト終了後に一般利

用に供している。 

 

（JRR-3 との一体的な利用） 

・ JRR-3 は平成 22 年より停止しており、現在、原子力規制委員会による安全

審査が行われている。J-PARC では、JRR-3 の再稼働後の一体的な利用に向

けて以下の項目について検討を進めている。 

➢ JRR-3 の各装置のスクラップ＆ビルドも考慮した高度化との連携 

➢ MLF および JRR-3 に適した課題の互換制度 

➢ MLF および JRR-3 の間での機器等の互換制度 
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➢ 小型中性子源、JRR-3、MLF の各施設に適した人材育成と役割分担 

➢ MLF と JRR-3 のシナジー効果を加速する施設共用（オープンラボ、重

水素化ラボ等）との連携 

 

（産学連携ビームラインの整備） 

・ 特定の産業利用装置を設置するよりも、専用ビームラインを含めた各ビーム

ラインに共用ビームタイム枠を設け、産業利用を促進することがより効果的

であると判断し、その方向での検討を進めている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 産業界も含めた利用ニーズに即した課題審査を行えるよう、課題審査の仕組

みをいっそう改善していくべき。 

・ より費用対効果の高い潜在的利用者の掘り起こしの仕掛けを検討すべき。ま

た、他の中性子源との連携などにより、更なる利用者の開拓、人材育成、効

率的な成果創出に努めるべき。 

・ 次世代放射光施設の整備・運用に関わる検討も踏まえて、共用ビームタイム

の創設等、効果的運用を検討するべき。 

 

 

5. 前回中間評価以降に起きた主な事象とその対応・対策について 

（1）ハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故 

（概要） 

・ 平成 25 年 5 月 23 日 11 時 55 分に、制御装置の誤作動により発生した異

常なビームにより金標的が溶融・蒸発し、放射性物質が実験室内に漏えい

した。その際、実験室内で作業中であった実験作業者 34 名が被ばくした。 

・ 排風ファンの運転により放射性物質が管理区域外へ拡散した。 

・ 事故の原因については、技術的検証により、電源の基板の劣化によるもの

であることが判明している。 

 

（対策） 

・ ハドロン実験ホール内の排風ファンを封止し、ホール内に空気モニタを新
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設するとともに、排気ガス中の放射性物質を監視しながらフィルタを通し

て排気するよう新たな機器を設置した。 

・ 多層防護による安全強化のため、標的容器の気密化、1 次ビームライン室

の気密強化を実施した。 

・ J-PARC 内の他の施設でも気密管理や負圧管理による多層防護により安

全が担保されていることを確認した。 

・ 組織的な安全管理体制を強化するため、安全を統括する副センター長の配

置、外部の放射線安全評価委員会の設置等を行った。 

・ J-PARC 内で働く全ての人員（職員、外部からの作業員を含む）の安全意

識の向上のため、「安全教育」「事故対応訓練」等による安全文化の醸成を

推進している。 

 

（2）MLF における中性子標的容器の不具合 

（概要） 

・ 平成 27 年 4 月と同年 11 月に中性子標的容器内の冷却水滲出が発生し、

MLF の運転が停止された。 

・ 技術的検証の結果、標的容器の拡散接合面の剥離や溶接部の初期欠陥の疲

労亀裂の進展が原因と判明した。 

（対策） 

・ 溶接部の初期欠陥をできる限り無くすため、製作時の試験検査の強化や溶

接部等を極力排除した設計に変更した。 

・ 平成 29 年 11 月より、新たな設計による中性子標的容器の使用を開始し、

平成 30 年 4 月からは 500kW での連続運転を行っている。 

・ 今後、中性子標的容器に不具合が生じた場合に迅速に運転再開ができるよ

う、容器交換に係るシステム・手法を改良し、交換に要する期間を 1.5 か

月から 3 週間程度に短縮した。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 引き続き安全文化の醸成に取り組みつつ、安全管理体制の不断の見直しが必

要である。また、地元に対する、J-PARC の理解促進に資する活動を継続し

ていくことが重要である。 
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6. 新たな論点 

（1）経営的視点の導入 

（論点） 

・施設の運営に「経営的視点」を取り入れ、最先端の研究成果を持続的に創出

できる環境を計画的に維持、高度化していく取組が必要。 

・限られた資金や人員を効果的に活用するため、MLF の一体的な運営を進め

るべき。 

【現状】 

・ J-PARC は運転開始から凡そ 10 年以上経過しており、今後、経年劣化対策が

必須であり、予備品の確保、放射化対策、高度化を計画的に進める必要があ

る。 

・ J-PARC として一体的な運営に取り組んでいるものの、未だ組織間の壁が存

在する。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ J-PARC の運営に「経営的視点」を取り入れ、例えば、更なる財源の多様化、

固定費の圧縮による維持費の削減と施設の高度化への重点的投資などを含む、

中長期的な経営計画を検討・策定し、施設の経営基盤を強化していくべき。

その際、経営の専門家の活用が重要である。 

・ MLF においては、共通基盤技術等の一元管理、定型業務の外部委託、共用ビ

ームタイム枠の導入など、より効率的・効果的な一体的運営に取り組むべき。

また、他施設（JRR-3、中・小型中性子源等）との連携により、コミュニティ

全体として効率的・効果的な取組（施設間の申請課題の互換、人材育成等）

を検討する。 

 

（2）本格的産学連携の実施 

（論点） 

・大型陽子加速器施設を産学連携のプラットフォームとして最大限活用し、本

格的産学連携を実施していく仕組みを導入するべき。 

・次世代放射光施設の検討も踏まえた利用料金設定の再検討（ニーズに合わせ

た柔軟化、見直し等）が必要。 
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【現状】 

・ 産・学・施設で資金・人材・実験環境を分担する産・学・施設連携コンソー

シアムの設立を計画している。 

・ 平成 27 年の料金改訂以降、利用料金の変更は行っていない。 

・ 成果非公開課題の実施数は平成 24 年度から減少傾向にある。断続的な運転、

出力の低下が原因と考えられる。 

・ データ分析業務の外部委託、長時間測定が必要な大口利用者への値引きなど、

高度なサービスや柔軟な利用料金設定の検討を始めている。 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ コンソーシアムの設立に関しては、非競争領域におけるニーズの高い課題の

設定が重要であり、そのような課題探索に注力するべき。 

・ 成果非公開課題に関して、施設側と利用者側の意見を取り入れ、ニーズに即

した柔軟な利用料金を検討するべき。 

・ 実験支援から解析結果の解釈までの一貫したサポートなどの付加価値の高

いサービスの提供や、施設を利用した人材育成などを検討し、持続的な正の

サイクルが構築されるような取組が重要である。 

 

（3）成果指標の検討 

（論点） 

・J-PARC の特長を表現できる新たな成果指標を検討すべきではないか。 

【現状】 

・ MLF では、年間当たりの論文の総数及び Top10%論文数は増加傾向にある。

NCI（Normalized Citation Impact）による分類では、海外施設と比較して

も、インパクトの非常に高い論文が多く出ている。 

・ 全実施課題数に対する論文に寄与した課題数（論文化率）は約 20%と海外他

施設（50％）に比べ低いものの、J-PARC と同時期に稼働を開始した米国

SNS と比較すると、稼働時間・出力あたりの論文数は多い。今後の安定的

な出力増強により論文数の増加が期待される。 

 

 

【今後の課題と推進方策】 

・ 質の高い研究成果を効率的に創出していくため、IR（論文分析を含めた研究
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力分析、ベンチマーク）による研究組織評価や、MLF の特長を適切に評価

できる指標の検討を行い、課題審査等に活用していくべき。指標の検討にお

いては、施設の成熟度や産業利用成果も取り込む工夫が必要である。 

・ 論文化率を改善するような取組を実施するべき。その際、施設側から利用者

へのサポートが重要である。 

 

 

7. 評価のまとめ 

 

前回中間評価から現在までに、ニュートリノ実験施設においては物質の起源

に迫るニュートリノ振動に関する重大な発見があり、ハドロン実験施設におい

てはハイパー核における荷電対称性の破れなど、原子核内の核力に関する新た

な知見が得られている。MLF においても、次世代電池材料として期待される高

イオン伝導材料の発見や高性能タイヤの開発など、基礎から応用に至る多くの

成果が創出されており、今後とも、学術・産業の幅広い研究分野において数多

くの利用と成果の創出が期待される。前回中間評価の指摘事項に対しても、概

ね着実な取組が行われており、我が国の科学技術イノベーション政策における

重要な大型研究基盤施設として、引き続き J-PARC の開発、利用を行っていく

ことが重要である。 

一方、運転開始から約 10 年が経過し、施設の安定運転の達成を見越した先見

的な取組を実施していくべき時期に来ており、施設全体を通じた今後の展開と

しては、以下の点に留意し取り組むべきである。 

 

（施設の計画） 

■ 利用者の獲得、成果の創出、国際研究拠点化等の最も重要な基盤となる安

定運転の実現を第一としつつ、世界トップの成果を創出し続けていくため、

所期目標のビーム強度（ニュートリノ実験施設：750kW、ハドロン実験施

設：100kW、MLF：1MW）の早期達成を目指す。ニュートリノ実験施設

については、国際的な学術動向も踏まえ、技術的な検証を終えている

1.3MW への計画的な増強について検討すべき。 
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（施設の運営） 

■ J-PARC の運営に「経営的視点」を取り入れ、例えば、更なる財源の多様

化、固定費の圧縮による維持費の削減と施設の高度化への重点的投資など

を含む、中長期的な経営計画を検討・策定し、施設の経営基盤を強化して

いくべき。その際、経営の専門家の活用が重要である。 

■ 利用者の利便性向上および効率的な運営のため、J-PARC としての一体的

な組織運営やオープンアクセスの推進（アクセス道路の整備等）について、

投資対効果を踏まえた具体的な検討を進めるべき。 

 

（中性子利用の振興） 

■ J-PARC は、日本全体の中性子利用の振興に係る課題（成果創出、人材育

成、産業利用、国際化など）を、大学、施設、企業等の組織横断的に議論

する場を提供し、その中核として主導的役割を果たすべき。これまでに蓄

積された人材、施設、ネットワークを最大限有効に活用することが重要で

ある。 

■ 質の高い研究成果を効率的に創出していくため、IR（論文分析を含めた研

究力分析、ベンチマーク）による研究組織評価や、MLF の特長を適切に評

価できる指標の検討を行い、課題審査等に活用していくべき。 

■ MLF の生命科学用実験装置の整備については、重要な研究開発課題やイ

ノベーション創出を加速する仕組等の検討を、ユーザーコミュニティが主

体となり施設とともに進めていくことが求められる。 

 

また、J-PARC の運営は安全第一として行われるべきであり、安全文化の醸

成、安全管理体制の不断の見直しを継続するとともに、地元住民をはじめ、国

民全体からの理解を促進し、J-PARC が広く開かれた施設となるよう活動を継

続していくことが重要である。 

 

 

8． おわりに 

 

「第５期科学技術基本計画」（平成 28 年 1 月閣議決定）において、光・量子

技術は「新たな価値創出のコアとなる技術」と位置付けられ、「世界最先端の大
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型研究施設や産学官が共用可能な研究施設・設備等は研究開発の進展に貢献す

るのみならず、科学技術イノベーションの持続的な創出や加速が期待される」

とされている。J-PARC は我が国の科学技術イノベーション政策における重要な

大型研究基盤施設としてその果たすべき役割は大きい。J-PARC が、科学技術及

び学術の振興、産業の発展に大いに貢献し、我が国の未来を築いていくことを

期待する。関係者においては、本中間評価の結果を踏まえ、課題に適切に対応

し、J-PARC による研究開発成果の最大化が図れるよう、取組を進めていっても

らいたい。 

今後、内外の動向等を踏まえつつ、概ね 5 年後を目安に、本中間評価報告書

での指摘事項や課題等について、改めて評価を実施することが適当である。 
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大強度陽子加速器施設（J-PARC）のこれまでの評価の経緯 

 

平成 12 年 08 月 

「大強度陽子加速器計画評価報告書」（大強度陽子加速器施設計画評価専門部会※1） 

※1：原子力委員会、学術審議会加速器科学部会のもとに共同設置 

 

平成 15 年 12 月 

「大強度陽子加速器計画中間評価報告書」（大強度陽子加速器計画評価作業部会※2） 

※2：科学技術・学術審議会学術分科会基本問題特別委員会、研究計画・評

価分科会原子力分野の研究開発の評価に関する委員会のもとに共同設置 

 

平成 19 年 06 月 

「大強度陽子加速器計画中間評価報告書」（大強度陽子加速器計画評価作業部会※3） 

※3：科学技術・学術審議会学術分科会学術研究推進部会、研究計画・評価

分科会原子力分野の研究開発の評価に関する委員会のもとに共同設置 

 

平成 24 年 06 月 

「大強度陽子加速器施設中間評価報告書」（大強度陽子加速器施設評価作業部会※4） 

※4：科学技術・学術審議会先端研究基盤部会、学術分科会研究環境基盤部

会、研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会のもとに共同設置 

 

 

 

資料 1 
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大強度陽子加速器施設評価作業部会の設置について 

 

研究計画・評価分科会量子科学技術委員会 

研究計画・評価分科会原子力科学技術委員会 

学 術 分 科 会 研 究 環 境 基 盤 部 会 

 

１．設置の趣旨 

 大強度陽子加速器施設（J-PARC）は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構と

大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構の共同プロジェクトとして、平成１

３年より建設が着手された。 

 「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成２９年４月１日最終改

訂）により、研究開発プログラムは５年ごとを目安に中間評価を実施することとなって

いるところ、前回の中間評価（平成 24 年 6 月）から凡そ５年が経過しているため、前

回評価における指摘事項への対応状況等について評価を行うとともに、今後の課題と方

向性について検討を行う。 

 

２．主な検討事項 

（１）前回の中間評価における指摘事項への対応状況等についての評価 

（２）今後の課題と方向性についての検討 

 

３．設置の形態 

 「大強度陽子加速器施設評価作業部会」を科学技術・学術審議会研究計画・評価分科

会量子科学技術委員会及び原子力科学技術委員会並びに学術分科会研究環境基盤部会

の下に合同で設置する。 

 

４．庶務 

 関係課室の協力の下、科学技術・学術政策局研究開発基盤課量子研究推進室が処理す

る。 

 

５．当面の予定 

 平成 30 年 2 月下旬に第 1 回を開催（全５回程度を予定） 

 

資料 2 
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大強度陽子加速器施設評価作業部会 開催経緯 

 

第 1 回：平成 30 年 2 月 26 日 

議題  （1）作業部会の設置趣旨・運営等について 

 （2）J-PARC の概要および現状説明 

 （3）中間評価にあたっての主な論点について 

 （4）作業部会の今後の進め方等について 

 （5）その他 

 

 

第 2 回：平成 30 年 3 月 29 日 

議題 （1）前回部会の議論等について 

 （2）前回中間評価の主な指摘事項に対する対応 

① 研究能力の更なる向上について 

② 教育及び研究者育成の役割について 

 （3）その他 

 

 

第 3 回：平成 30 年 4 月 13 日 

議題 （1）前回部会の議論等について 

 （2）前回中間評価の主な指摘事項に対する対応 

① 研究能力の更なる向上について（ニュートリノ・ハドロンに関する部分） 

② 国際研究拠点化の役割について 

③ 中性子線施設の共用の促進の役割について 

 （3）前回中間評価以降に起こった主な事象とその対応・対策について 

 （4）その他 

 

 

※   平成 30 年 5 月 25 日 J-PARC 現地調査 

 

 

 

資料 3 
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第 4 回：平成 30 年 5 月 18 日 

議題 （1）前回部会の議論等について 

 （2）その他の論点について 

① 経営的視点の導入についておよび、本格的産学連携の実施について 

② 成果評価指標の検討について 

 （3）今後の計画について 

 （4）報告書（素案）について 

 （5）その他 

 

 

第 5 回：平成 30 年 5 月 31 日 

議題 （1）前回部会の議論等について 

 （2）大強度陽子加速器施設中間評価報告書（案）について 

 （3）大強度陽子加速器施設中間評価票（案）について 

 （4）その他 
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大強度陽子加速器施設評価作業部会 委員名簿 

 

◎：主査 ○：主査代理 

氏名          所属・役職 

石切山 一彦 株式会社東レリサーチセンター 常務理事 

長我部 信行 株式会社日立製作所 理事・ヘルスケアビジネスユニット CSO/CTO  

◎菊池  昇  株式会社豊田中央研究所 代表取締役所長 

鬼柳 善明  名古屋大学工学研究科 特任教授 

熊谷 教孝  国立研究開発法人科学技術振興機構 未来社会創造事業 プログラムマネジャー  

久保 謙哉  国際基督教大学教養学部 教授 

住吉 孝行  首都大学東京 名誉教授 

高梨 千賀子 立命館大学大学院テクノロジー・マネジメント学科 准教授 

田村 裕和  東北大学大学院理学研究科物理学専攻 教授 

○福山 秀敏   東京理科大学 理事長補佐・学長特別補佐（研究担当） 

山縣 ゆり子 熊本大学 名誉教授 

横山 広美  東京大学国際高等研究所カブリ数物連携宇宙研究機構 教授 

 

（敬称略、五十音順、平成 30 年 5 月現在） 

資料 4 


